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1．はじめに

　2008年7月の洞爺湖サミットでは，2050年までに世

界全体の温室効果ガス排出量の少なくとも50％を削減

することが合意され，今後は「ポスト京都議定書」に向

けた都市・建築分野の取り組みが一層強化されることに

なった．一方，日本ではこれまで様々な技術を開発して

きたが，年間総エネルギー消費量の増加に歯止めが利か

ず，社会全体のエネルギー消費量の約40％が建築関連

分野で消費されている．持続可能な都市・建築を構築す

るには，これまでのようなトップダウン的な目標設定と

技術開発だけでは限界があり，どのような技術が普及で

きるのか，如何に技術を普及させるのか，普及させるた

めにはどういった社会制度や経済的支援が必要なのか，

といったボトムアップ的な方法論が欠かせない．その方

法論の一つに，都市・建築を複雑な社会動態が包含され

る都市システムとして捉え，そのシステムで生じる環境

負荷（エネルギー消費量，CO2排出量など）を要素技

術・社会制度・経済的支援等の環境負荷削減対策の導入

＊1空間システム専攻修士課程

＊2工学部建築学科

＊3都市・建築学部門

と普及に応じて長期的に予測し，都市・建築の持続化の

観点から効果的な施策立案を支援していくことが考えら

れる．

　これまでCO2排出量の予測に関する研究としては，

建築環境分野では，伊香賀ら1）が，将来推計人口，建物

運用時CO2原単位，産業連関分析に基づく建設時CO2

原単位，電力のCO2原単位変化を考慮して様々な対策

シナリオの建築関連CO2排出量を2050年まで予測した．

都市計画分野では，高橋ら2）が，世界各地で考案されて

いるサステナビリティ評価手法の特徴や課題を整理した

上で土地利用政策のサステナビリティ評価手法を開発し

ている．建築構造分野では，星野ら3）が，木造建築物を

対象として木材循環利用技術の多段階活用を実施するこ

とによる環境改善効果を定量的に算定している．また，

交通運輸の分野では加藤ら4）が，新規鉄軌道整備の計画

段階において想定される利用・運行状況の違いを考慮し

た新規鉄軌道整備によるCO2排出量変化のライフサイ

クル評価手法を開発した．

　このように各分野において，CO2排出量を把握し，予

測しようとする研究は近年特に活発になっているが，社

会動態を包含した都市と建築の総体における環境負荷の
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長期予測に基づいて，技術開発の方向性や社会制度のあ

り方を決定する方法論やツールは存在していない．また，

これまで我々は，要素技術等を独立に建築単体に適用し，

その導入効果をある時間断面もしくはライフサイクル上

で静的に評価してきたが，今後は建築群やインフラを含

む都市を対象に社会動態との相互作用を考慮して環境負

荷削減対策を複合的かつ動的に評価することが求められ

ている．

　このような背景のもと，本研究では都市・建築の持続

化に向けた施策立案を支援する方法論の構築を目指して，

都市・建築を複：雑な社会動態が包含された非線形性の強

い都市システムとして捉え，システムダイナミクス手法

によりその環境負荷を長期的に予測することによって要

素技術や社会制度の導入と普及に応じた環境負荷削減可

能量を明らかにすることを目的とする．本報では，都市

における環境負荷の長期予測シミュレータの開発方法を

示すとともに，都市システムの部分的な構成要素である

人口，世帯，住宅，事務所に関するセクタを取り上げて

モデル化を行ない，実績値や統計値との比較によりモデ

ル精度の検証を行なった．また，これらの人口，世帯，

住宅，事務所セクタのモデルを統合し，住宅と事務所に

関する2050年までのCO2排出量の予測を行なった．

2．シミュレータの開発方法

　都市規模での将来予測手法には主に統計的手法とシス

テムダイナミクス手法がある．統計的手法は過去実績値

から重回帰式を作成する一般的な手法で，説明変数と目

的変数の関係が線形的で構造変化が無い場合には予測の

精度が高い．システムダイナミクス手法は時間の経過と

ともに変動する動作システムの内部構造をモデル化する

もので，変数間の関係が把握し易く，広域的な傭瞼が困

難な社会システム等の予測に適している．

　都市システムにおける変数間の因果関係の概念図を図

1に示す．人口という一つの要素を考えたとき，転入数

は移住の魅力によって変化する．医療水準が高いなど居

住環境が良ければ，移住の魅力は上がり人口は増加する．

しかし，人口が増加すると，人口密度も増加して居住環

境が悪化し，移住の魅力は下がり人口は減少する．この

ように，都市を多様な変数で構成される一つのシステム

としてモデル化することで，都市の複雑な社会動態を再

現できると考えられる．統計的手法によるモデル化では，

将来にわたって過去の実績値に現れたトレンドを保持す

るので，構造変化を考慮しにくいという欠点がある．そ

こで本研究では，システムの動的変化や変数間の因果関

係を容易に扱うことができるシステムダイナミクス手法

を用いてモデル化を行う．

　システムダイナミクス手法を用いた都市システムモデ

ルは，都市システムを表現する多様な変数：と変数問の因

轍 人口蜜渡
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果関係によって構成される．変数間の因果関係は構造方

程式によって表わされるが，この構造方程式を魅力乗数

によって推定する．魅力乗数とは，例えば都市の住環境

や職の魅力などを数値化した指標であり，専門家の知見

やアンケート調査に基づいて過去の実績値の挙動と適合

するように任意に出力値と入力値の関係を決めたグラフ

関数にあてはめ，その影響の大きさを定義する．例えば

図2は転入率に対する所得水準の魅力乗数を示し，ている

が，この意味は，所得水準伸び率が1．5倍になれば，転

入率が約1．75倍になる，ということである．

　図3に本研究で開発するシミュレータの全体フローを

示す．元来，都市システムには膨大な変数が介在するが，

環境負荷に動的な変化をもたらす主な変数群を規定でき

れば良い．また，ここでは，関係性の強い変数群をセク

タという概念でグループ化し，セクタのモデルを統合す

ることによってシミュレータを構築する．現在，都市シ

ステムを図3に示す16セクタのモデルによって表現す

ることとしている．

3．人ロセクタ，世帯セクタ，住宅セクタ，事務所セク

タのモデル化

　ここでは，図3の16セクタのうち，人ロセクタ，世

帯セクタ，住宅セクタ，事務所セクタのモデル化につい

て述べる．各セクタのモデルのフローは図3を参照され

たい．これらのセクタのモデル化と精度検証を行うにあ

たっては，モデル化が完了していない他のセクタからの

変数には過去の時系列実績値を与えた．
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3．1人早臥クタのモデル化と精度検証

　人口はシステムの動的変化を規定する重要な要素であ

る．本研究では，生産人口の変化や人口の高齢化などの

人口構造の変化を表現するために，コーホート要因法に

よる5歳階級別人ロモデルとして作成した．コーホート

要因法とは，コーホート（年齢階級）ごとの2時点にお

ける人口増減を出生と死亡による自然増減と転入と転出

による社会増減によって捉える方法である．一般的には

人口の社会増減は転入と転出に分けて推計するが，市区

町村レベルでは転入数，転出数に関する統計資料が不十

分であるため，転入と転出をまとめた移動数（転入数と

転出数の差）を社会増減としてモデルに使用した．

　出生数，死亡数，移動数は出生率，死亡率，移動率に

より変化し，出生率，死亡率，移動率はそれぞれの魅力

乗数により変化する．出生率，死亡率，移動率に対する

影響因子を表1に示す．

【出生率に対する魅力乗数】

　出生率への影響には，0～6歳一人あたり保育園延床

面積，若年単独世帯比率，大学進学率，第3次産業従業

者率による魅力乗数を設定した5）～9）．設定した2（＞g24

歳出生率への魅力乗数を図4に示す．

〈0～6歳一人あたり保育　延床面積による魅力乗数〉

　核家族化が進行して近隣に親戚や知人のいないケース

が増加している状況においては，保育園への依存度が高

い．そこで，保育園の充実度を表す0～6歳一人あたり

保育園延床面積が増加すると，出生率が増加するとして

魅力乗数を設定した．

〈若年’虫世帯比率による　　乗数〉

　ライフスタイルの変化により，世帯構造は大きく変化

しており，独身で出産することは極めて少ない．そこで，

独身者の割合を表す若年単独世帯比率が増加すると，出

生率が減少するとして魅力乗数を設定した．

〈大学進学率による魅力乗数〉

　大学等の高等教育を終えた後に就職し，すぐに就業を

中断することは少ない．そこで，高学歴化を表す大学進

学率が増加すると，出生率が減少するとして魅力乗数を

設定した．

〈　3次産業A業者率による魅力乗数〉

表1出生率，死亡率，移動率に対する影響因子
セクター分類構成要素　　　　　　　影響因子　　　　　　　　単位　　　相関

　　　　　　O～6歳一人あたり保育施設延床面積　　【㎡／人］　　［＋】

　　　　　　若年単独世帯比率　　　　　　　　　　　日　　　　［一・一】
　　　　出生率　　　　　　大学進学率　　　　　　　　　　　　　　日　　　【＿］、［＋］

　　　　　　第3次産業従業者率　　　　　　　　　　日　　　【一］、［＋］

　　　　　　一人あたり市民所得　　　　　　　　［百万円／人］　［一］
　　　　死亡率　　　　　　一人あたり医療業延床面積　　　　　　［㎡ノ人］　　［一・】
人口　　　　　　　第3次産業従業者率　　　　　　　　　　［≒］

　　　　　一一人あたり市民三二　　　　　　　　［百万円／人］

　　　　　一人あたりその他サービス業延床面積　　［㎡／人］

　　　移動率　一人あたり医療業延床面積　　　　　　［r㎡／人】

　　　　　若年単独世帯比率　　　　　　　　　　　日
　　　　　住宅地価　　　　　　　　　　　　　　　［円／㎡1

　　　　　人ロ密度　　　　　　　　　　　　　　［人／k㎡i
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一人あたり医療業延床面積伸び三日

65～69歳死亡率への魅力乗数

　産業構造のサービス化により女性の社会進出が増加す

るため，子育てが難しくなる．そこで，産業構造のサー

ビス化を表す第3次産業従業者率が増加すると，出生率

が減少するとして魅力乗数を設定した．

【死亡率に対する魅力乗数】

　死亡率への影響には，一人あたり市民所得，一人あた

り医療業延床面積による魅力乗数を設定した1①～11）．設

定した65～69歳死亡率への魅力乗数を図5に示す．

〈一人あたり市民　得による　力乗数〉

食生活など生活水準の向上によって，寿命が延びる．

そこで，生活水準を表す一人あたり市民所得が増加する

と，死亡率が減少するとして，魅力乗数を設定した．

〈一人あたり医療業延床面積による　力乗数〉

　医療技術の進歩や医療施設の増加などといった医療水

準の向上によって，高齢者をより長く延命させることが

可能になり，治療可能な病気も増加する．そこで，医療

水準を表す一人あたり医療遷延床面積が増加すると，死

亡率が減少するとして魅力乗数を設定した．

【移動率に対する魅力乗数】

　移動率への影響には，第3次産業従業者率，一人あた

り市民所得，一人あたりその他サービス日延床面積，一

人あたり医療業延床面積，若年単独世帯比率，住宅地価，

人口密度による魅力乗数を設定した12）～14）．設定した

20刷24歳移動率への魅力乗数を図6に示す．
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〈　3次産業従業高率による魅力乗数〉

　　　0
　　　1975年　　1980年　　1985年　　1990年　　1995年　　2000年　　20e5年

　　図8出生数死亡数，移動数の比較（福岡市）

どの医療水準の充実した場所に人口は移動する．そこで，

医療水準を表す一一人あたり医療寸延床面積が増加すると，

移動率が増加するとして魅力乗数を設定した．

〈若年単独世帯比率による　　乗数〉

　産業構造のサービス化によって，人口移動の多い生産

人口の転入を促す．そこで，産業構造のサー一・Lビス化を表

す第3次産業従業者率が増加すると，移動率が増加する

として魅力乗数を設定した．

〈一人あたり市民所得による魅力乗数〉

　一般に都市では所得水準が全国平均より高いため，所

得が多い場所を求めて人口は移動する．そこで，所得水

準を表す一人あたり市民所得が増加すると，移動率が増

加するとして魅力乗数を設定した．

〈一人あたりその他サービス業延床面積による魅力乗数〉

　映画館やスポーツ施設などのレジャー施設の普及によ

って余暇活動のための環境が充実し，その利用を求めて

人口は移動する．そこで，レジャー施設の普及を表す一

人あたりその他サー一・・Lビス業延床面積が増加すると，移動

率が増加するとして魅力乗数を設定した．

〈一人あたり医療業延床面積による　　乗数〉

健康に対する安心感を求めて，医療技術や医療施設な

　若年者の単独世帯は進学や就職，転勤によって転出す

ることが多い．そこで，若年者の単独世帯を表す若年単

独世帯が増加すると，移動率が減少するとして魅力乗数

を設定した．

〈　宅地価による　　乗数〉

　都市部など住居費の高い地域では居住が困難になる．

そこで，住居費を表す住宅地価が増加すると，移動率が

減少するとして魅力乗数を設定した．

〈人口密度による　　乗数〉

　都市の混雑が進むと，公共交通機関や道路が混雑し，

生活環境が悪化する．そこで，混雑度を表す人口密度が

増加すると移動率が減少するとして魅力乗数を設定した．

福岡市における1975～2005年までの実績値を用いて，

モデルの精度検証を行う．人口の比較を図7に，出生数，

死亡数，移動数の比較を図8に示す．人口はその内訳と

なる年少人口，生産人口，老年人口ともに実績値：の推移

を良く捉えている．また，出生数，死亡数，移動数につ

いては，計算値と実績値の乖離が大きい期間があるもの

の，増減の傾向は良く反映されている．
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3．2世帯セクタのモデル化と精度検証

　世帯モデルは若年単独世帯や高齢者世帯の増加といっ

た世帯構造の変化を表現するために，世帯主率法による

5類型別世帯数を推計できるモデルとして作成した．世

帯主率法とは世帯数が世帯主数に等しいことを利用して，

人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じ

ることで世帯数を算：出する方法である．国勢調査と本研

究における世帯類型区分を表2に示す．世帯類型区分は

国勢調査の区分を5類型に分類した．

　世帯数は世帯主率により変化し，世帯主率は魅力乗数

により変化する．世帯主率に対する影響因子を表3に示
す．

【世帯主率に対する魅力乗数】

　世帯主率への影響には大学進学率，第3次産業従業者

率，一人あたり市民所得，一人あたり医療業延床面積に

よる魅力乗数を設定した1の～の．設定した若年単独世帯

主率への魅力乗数を図9に示す．

〈大学進学率による魅力乗数〉

　大学進学などの高学歴化の進行によって離家が起こる．

そこで，高学歴化を表す大学進学率が増加すると，世帯

主率が増加（その他世帯主率は減少）するとして魅力乗

数を設定した．

〈第3次産業従業者率による魅力乗数〉

産業構造のサービス化によって晩婚化や晩産化が進み，

小規模な勤労世帯が増加する．そこで，産業構造のサー

ビス化を表す第3次産業従業者率が増加すると，世帯主

率が増加（その他世帯主率は減少）するとして魅力乗数

を設定した．

〈一人あたり市民所得による魅力乗数〉

　所得水準の向上により生活の質が向上し，ライフスタ

イルが多様になり，世帯の小規模化が進行する．そこで，

所得水準を表す一人あたり市民所得が増加すると，世帯

主率が増加（その他世帯主率は減少）するとして魅力乗

数を設定した．

〈一人あたり医療業延床面積による魅力乗数〉

　親の健康状態が悪ければ同居率が高まる．医療水準が

向上すれば，治る病気も増え，健康状態も改善する．そ

こで，医療水準を表す一人あたり医療業延床面積が増加

すると，世帯主率が増加（その他世帯主率は減少）する

として魅力乗数を設定した．

福岡市における1975～2005年までの実績値を用いて，

モデルの精度検証を行う．類型別世帯数の比較を図10

に示す．世帯数はその内訳となる若年単独世帯数，高齢

単独世帯数，若年夫婦世帯数，高齢夫婦世帯数，その他

世帯数ともに実績値の推移を良く捉えている．

3．3住宅セクタのモデル化と精度検証

　住宅モデルでは世帯構造変化による住宅の建て方別着

表2国勢調査と本研究における世帯類型区分

国勢■査における一般世帯の世帯獺型区分 本曇究における世帯類型区分

嚇
頚型3

　　　　　　　　夫婦がともに若年夫掲世帯　　　　　　　　64歳未満の世

夫撮のみの世帯
類型4 宿罪夫掲世帯

夫掃のいずれかが
U5　以上の世

夫婦と子供からなる世帯

男親と子供からなる世帯

女親と子供からなる世帯

夫蝿と両親からなる世帯

核
家
族
世
帯
　
　
　
　
　
そ
の
他
の
競
族
世
帯

夫鰯と一人親からなる世帯
親
族
琶
帯
夫婦、子供と画親からなる世帯

夫紘子供と一人占からなる世帯

夫蝿と他の親族からなる世帯
類型5 その他の琶帯

夫婦、子供と他の親族からなる世帯

夫郷、親と他の親族からなる世帯

夫揃、子供、親と他の親族からなる世帯

兄弟姉妹のみからなる世帯

他に分類されない世帯

非親焦世帯

類型1 若年単融世帯 64崖未満の単狡世帯
単独世帯

類型2 高齢単狡世帯 65歳以上の単狼世帯

表3世帯主率に対する影響因子

セクター分類　構成要素　　　　　影響因子　　　　　　単位　　　　相関

大学進学率 【ヨ ［一】、［十］

第3次産業従業者率 臼 卜］．［十］

世帯 世帯主率
一人あたり市民所得 ［百万円／人］ 卜］．［＋］

一人あたり医療業主床面積 【㎡／人］ 工一］、［十］
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住宅に分類し，住宅数が着工戸数と解体戸数により変化
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表4住宅着工率，住宅解休率に対する影響因子
セ 一

塾

F 一 十

住宅地価 ［円／㎡i 卜］

着工率
一人あたり市民所得 ［百万円／人］ ［＋］

戸建住宅
住宅密度 ［戸／kr司 ［一】

戸建住宅居住率 日 ［一］

解体率
一人あたり市民所得 ［百万円／人］ ［一］

民生家庭 共同住宅居住率 日 ［＋］

住宅地価 ［円／㎡1 ［十］

着工率
GDP ［百万円］ ［＋］

共同住宅 住宅密度 ［戸／k㎡1 卜］

共同住宅居住率 ［一］ ［一］

解体率 住宅地価 【円／㎡1 ［＋］

GDP ［百万円］ ［＋］
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　　　図12戸建住宅解体率への魅力乗数

するモデルとして作成した．着工戸数，解体戸数は着工

率，解体率により変化し，着工率，解体率はそれぞれの

魅力乗数により変化する．戸建住宅，共同住宅それぞれ

の着工率，解体率に対する影響因子を表4に示す．

【戸建住宅着工率に対する魅力乗数】

　戸建住宅着工率への影響には戸建住宅居住率（戸建住

宅数に占める戸建住宅居住世帯数の割合），住宅地価，

一人あたり市民所得，住宅密度による魅力乗数を設定し

た18）～21）．設定した魅力乗数：を図11に示す．

〈戸建住宅　主取による魅力乗数〉

　戸建住宅数に対して戸建住宅に居住する世帯数が多け

れば，さらに戸建住宅を建てる必要がある．そこで，戸

建住宅に居住する世帯の割合を表す戸建住宅居住率が増

加すると，戸建住宅着工率が増加するとして魅力乗数を

設定した．

〈主宅地価による　　乗数〉

　一般的に戸建住宅の着工は，個人の戸建住宅購入によ

るものである．住宅地の地価が高ければ，それだけ購入

する負担が大きく，着工が抑制される．そこで，住宅地

の地価を表す住宅地価が上昇すると，戸建住宅着工率が

減少するとして魅力乗数を設定した．

〈一人あたり市民所得による　力乗数〉

　所得水準が高ければ高いほど，住宅を購入する余裕が

増え，着工が増加する．そこで，所得水準を表す一人あ

たり市民所得が増加すると，戸建住宅着工率が増加する

として魅力乗数を設定した．

〈住宅密度による　　乗数〉

住宅は住宅建設の可能な土地がなければ建てることが

できない．そこで，土地の不足を表す住宅密度が増加す

ると，戸建住宅着工率が減少するとして魅力乗数を設定

した．

【戸非住宅二二率に対する魅力乗数】

　戸建住宅解体率への影響には戸建住宅居住率，一人あ

たり市民所得による魅力乗数を設定した18）～21）．設定し

た魅力乗数を図12に示す．

〈戸建住宅居　率による魅力乗数〉

　戸建学台数に対して戸建住宅に居住する世帯数が多け

れば，不必要な戸建住宅の解体が減少する．そこで，戸

建住宅に居住する世帯の割合を表す戸建住宅居住率が増

加すると，戸建住宅解体率が減少するとして魅力乗数を

設定した．

〈一人当たり市民所得による　力乗数〉

　戸建住宅の購入は家計の負担が大きく，購入後長年居

住するのが一般的である．所得水準が高ければ，修繕や

改修が増加し，より長く居住することが可能になる．そ
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　　　　図14共同住宅解体率への魅力乗数

こで，所得水準を表す一人あたり市民所得が増加すると，

戸建住宅解体率が減少するとして魅力乗数：を設定した．

【共同住宅着工率に対する魅力乗数】

　共同住宅着工率への影響には共同住宅居住率（共同住

宅数に占める共同住宅居住世帯数の割合），住宅地価，

GDP成長率，住宅密度による魅力乗数を設定した1駆z～λ

設定した魅力乗数を図13に示す．

〈共同住宅居住率による　　乗数〉

　共同住宅数に対して共同住宅に居住する世帯数が多け

れば，さらに共同住宅を建てる必要がある．そこで，共

同住宅に居住する世帯の割合を表す共同住宅居住率が増

加すると，共同住宅着工率が増加するとして魅力乗数を

設定した．

〈主面地価による　　乗数〉

　一般的に，共同住宅の着工は企業によるものである．

住宅地の地価が高ければ，それだけ経済状況が良く，着

工が促進される．そこで，住宅地の地価を表す住宅地価

が上昇すると，共同住宅着工率が増加するとして魅力乗

数を設定した．

〈GDP成長率による　　乗数〉

　景気が良くなると，より質の高い居住水準を求めて世

帯の住み替えが発生し，その需要に応じた共同住宅の建

て替えが増加する．また，戸建住宅と異なり共同住宅の

施主は企業であることが多い．そこで，景気を表す

GDP成長率が増加すると，共同住宅着工率が増加する

として魅力乗数を設定した．

〈住宅密度による　　乗数〉
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　　　　　図17解体戸数の比較（福岡市）

価，GDP成長率による魅力乗数：を設定した18）～n）．設定

した魅力乗数を図14に示す．

〈共同主宅居住率による　　乗数〉

　住宅は，住宅建設の可能な土地がなければ建てること

ができない．そこで，土地の不足を表す住宅密度が増加

すると，共同住宅着工率が減少するとして魅力乗数を設

定した．

【共同住宅解体率に対する魅力乗数】

　共同住宅解体率への影響には共同住宅居住率，住宅地

　共同住宅数に対して共同住宅に居住する世帯数が多け

れば，不必要な共同住宅の解体が減少する．そこで，共

同住宅に居住する世帯の割合を表す共同住宅居住率が増

加すると，共同住宅解体率が減少するとして魅力乗数を

設定した．

〈住宅地価による魅力乗数〉

　住宅地の地価が高ければ，それだけ経済状況が良く，

建て替えが促進される．そこで，住宅地の地価を表す住

宅地価が増加すると，共同住宅解体率が増加するとして

魅力乗数を設定した．

〈GDP成長率による　　乗数〉

景気が良くなると，より質の高い居住水準を求めて世
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帯の住み替えが発生し，その需要に応じた共同住宅の建

て替えが増加する．そのため，景気の向上は解体に対し

てプラスの効果をもたらす．そこで，景気を表すGDP

成長率が増加すると，共同住宅解体率が増加するとして

魅力乗数を設定した．

　福岡市における1975～2005年までの実績値を用いて，

モデルの精度検証を行う．住宅総数，着工戸数，解体戸

数の比較を図15～図17に示す．総数に関しては，戸建

住宅，共同住宅ともにその傾向を良く捉えている．着工

数，解体数に関しては，平均値は良く捉えているが，

1985～1990年において共同住宅着工戸数は差が大きく，

共同住宅解体戸数は計算値に時間的な遅れが生じている．

これは，バブルによる地価上昇の影響を過小に見積もっ

ていることに起因すると考えられる．

3．4事務所セクタのモデル化と精度検証

　民生業務部門のエネルギー消費傾向は建物用途による

違いが大きい．本研究では，資源エネルギー庁のエネル

ギー白書における民生業務部門用途分類に対応させて，

事務所，卸小売業，飲食業，宿泊業，医療業，教育施設，

その他サービス用の7用途に分類してモデル化を行なう．

ここでは，事務所セクタのモデル化について説明する．

　事務所モデルは事務所延床面積が着工床面積と解体床

面積により変化するモデルとして作成した．着工床面積，

解体床面積は着工率，解体率により変化し，着工率，解

体工はそれぞれの魅力乗数により変化する．着工率，解

体工に対する影響因子を表5に示す．

【着工率に対する魅力乗数】

　事務所着工率への影響には生産人口密度，商業地価，

GDP成長率，民生事業所密度（福岡市面積に占める民注業

務部門延床面積の割合）による魅力乗数を設定したas）’一2fD．

設定した魅力乗数を図18に示す．

〈生産人口密度による　　乗数〉

　労働力の供給が容易な地域は開業を促す．そこで，労

働力の供給を表す生産人口密度が増加すると，事務所着

工率が増加するとして魅力乗数を設定した．

〈商業地価による魅力乗数〉

　商業地の地価が高ければ，それだけ経済状況が良く，

建て替えが増加する．そこで，商業地の地価を表す商業

地価が上昇すると，事務所着工率が増加するとして魅力

乗数を設定した．

〈GDP成長率による魅力乗数〉

　景気が良ければ，市民からの需要が増えるため，需要

に応じて開業も増える．そこで，景気を表すGDP成長

率が増加すると，事務所記工率が増加するとして魅力乗

数を設定した．

〈民生事業所密度による　　乗数〉

表5事務所着工率，事務所解体率に対する影響因子
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民生業務部門の新しい事業所は既存の事業所の集積の

　　OILt．5　8　11．5　15　i8．5　22　OO．8Ut　OS8　O．92　O．96　1　1．04

　　　　　商業地価伸び率凹　　　　　　　　　　　　GDP伸び率［一］

　　　　　図19事務所解体率への魅力乗数

上に成り立つ．すなわち，他の経済主体が多く，集積が

高いところにあらゆる新規事業所は設立される．ただし，

建設が可能な土地が減少すると着工が抑制される．そこ

で，民生業務部門の事業所の集積を表す民生事業所密度

が増加すると，事務所着工率が増加するが，民生事業所

密度が増加し過ぎると着工率が減少するとして魅力乗数

を設定した．

【解体率に対する魅力乗数】

　事務所解体率への影響には商業地価，GDP成長率に

よる魅力乗数を設定した23）tv25）．設定した魅力乗数を図

19に示す．

〈商業地価による魅力乗数〉

　商業地の地価が高ければ，それだけ経済状況が良く，

建て替えが増加する．そこで，商業地の地価を表す商業

地価が上昇すると，事務所解体率が増加するとして魅力

乗数を設定した．
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　図20事務所延床面積の比較（福岡市）
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図21事務所着工床面積の比較（福岡市）
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図22事務所解体床面積の比較（福岡市）

〈GDP成長率による魅力乗数〉

　景気が良ければ，市民からの需要が増えるため，需要

に応じて建て替えが促進される．そこで，景気を表す

GDP成長率が増加すると，事務所解体率が増加すると

して魅力乗数を設定した．

　福岡市における1975～2005年までの実績値を用いて，

モデルの精度検証を行う．延床面積，着工床面積，解体

床面積の比較を図20～図22に示す．延床面積に関して

は，1980年前後に若干大きく計算されているものの，

1990年以降の傾向は概ね捉えている．着工床面積と解

体床面積に関しては，平均的には計算値が若干小さくな

っているが，1990年のピークは捉えている．

4．2050年までのCO2排出量の予測

　前節までに作成した各セクタのモデルを統合し，住宅

表6資材製造建設修繕，解体段階のCO2排出原単位

＋戸建若年単独＋戸遮高齢単独　到　戸建着年夫蝸→←一戸建高齢夫郷
噌一戸建その他　一●一一共同若年単独申共同窩齢単装｛共同若年夫婦
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忌　図23住宅の運用段階のCO2排出原単位
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　　　図24事務所の運用段階のCO2排出原単位

と事務所における2050年までのCO2排出量の将来予測

を行なう．CO2排出量は，活動量にCO2排出原単位を

乗じて算出する．ここで，活動量とは，戸建住宅，共同

住宅では世帯類型別世帯数，着工戸数，解体戸数を，事

務所では延床面積，着工床面積，解体床面積を指す．な

お，今回，モデルを作成していないセクタの変数につい

ては，1975～2005年においては実績値を与え，2005年

以降は2005年の値を一定に与えている．

4．1CO2排出原単位の推計

　住宅と事務所の資材製造段階から解体段階までの段階

別CO2排出原単位の推計方法について説明する．

【資材製造段階修繕段階】

　戸建住宅，共同住宅に関しては，標準とする住宅モデ

ル201の見積もり実例から作成した．事務所に関しては，

「建物のLCA指針」2Dの見積もり実例から作成した．

【建設段階】

住宅，事務所ともに「建物のLCA指針」2Dの値を使用

した．
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【運用段階】

　住宅に関しては，世帯類型別に多数室室温変動熱負荷

計算プログラムTrP28）を用いて推計したエネルギー消費

原単位を，全国推計であるエネルギー消費原単位の伸び

率29）を用いて1975～2005年まで各年変化させた値に

CO2排出係数3のを乗じて算出した．事務所に関しては，

1975～2005年の全国推計エネルギー消費原単位29）に

CO2排出係数30｝31）を乗じて算出した．

【解休段階】

　「木質系部材等地球環境影響調査報告書」32）の値を使

用した．

　資材製造段階，修繕段階，建設段階，解体段階のCO2

排出原単位を表6に，住宅と事務所の運用段階のCO2

排出原単位を図23，図24に示す．住宅の運用段階の

CO2排出原単位は，家電製品の普及などの理由により

1975年から約35％増加している．事務所の運用段階の

CO2排出原単位は，給湯，暖房等の燃料転換や機器性能

の向上により1970年代後半から1980年代初頭にかけて

大きく減少しているが，1985年から1990年までOA機

器の普及により増大し，その後緩やかに減少している．

4．　22050年までのCO2排出量の予測結果

　2050年までの住宅と事務所のCO2排出量の予測結果

を図25～図27に示す．戸建住宅については，着工数の

減少により資材製造と建設段階のCO2排出量は減少す

るが，総数が微増するため運用段階のCO2排出量は増

加し，戸建住宅のCO2排出量は緩やかに増加する．共

同住宅については，着工数が大幅に減少するため，共同

住宅CO2排出量は減少する．また，事務所については，

総数の増加に伴い，事務所のCO2排出量は緩やかに増

加する．

5．終わりに

　本科では，シミュレータを構成する人ロセクタ，世帯

セクタ，住宅セクタ，事務所セクタのモデル化を行なう

とともに，その計算値を実績値や統計値と比較すること

でその精度検証を行なった．その結果，モデルによる計

算値は実績値や統計値の推移を良く捉えており，モデル

の有効性が示された．また，作成したモデルを統合して

住宅と事務所における2050年までのCO2排出量の予測

を行なった．今後は，その他のセクタのモデル化を行な

い，都市の環境負荷の長期予測シミュレータ開発を進め，

シミュレータを用いた様々な環境負荷削減対策の有効性

を検証することにつなげる．
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